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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第91期

第３四半期
連結累計期間

第92期
第３四半期
連結累計期間

第91期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (千円) 45,433,538 46,889,746 61,488,412

経常利益 (千円) 3,079,530 3,594,458 4,083,690

四半期(当期)純利益 (千円) 1,822,384 2,258,931 2,349,305

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 4,553,861 3,552,348 4,868,205

純資産額 (千円) 72,998,662 77,967,039 73,258,814

総資産額 (千円) 87,385,384 92,034,859 89,150,281

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 60.67 75.22 78.21

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 80.81 81.91 79.46
 

 

回次
第91期

第３四半期
連結会計期間

第92期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 22.77 23.71
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれている事業の内

容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が

判断したものであります。

 

（１）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による経済および金融政策により、緩やかな回復基調と

なりましたが、消費税率引き上げ後の個人消費の低迷長期化や、円安の進行による原材料価格の上昇など、先行き

不透明な状況で推移いたしました。

このような環境のなかで、当社グループが営業の基盤を置く名古屋港の港湾貨物は、工作機械や航空機部品の輸

出、小麦や非鉄金属の輸入は増加しましたが、自動車部品の輸出や液化天然ガスの輸入は減少となりました。

当社グループといたしましては、輸出貨物は、工作機械や航空機部品の取扱いが増加しましたが、電気機器の取

扱いが減少となりました。輸入貨物は、食糧の取扱いが増加しましたが、とうもろこしや雑貨の取扱いが減少とな

りました。

これらの結果、当第３四半期連結累計期間の当社グループの連結売上高は、468億89百万円と前年同期と比べ14億

56百万円（3.2％）の増収となりました。

営業利益は、29億37百万円と前年同期と比べ３億72百万円（14.5％）の増益となりました。

経常利益は、35億94百万円と前年同期と比べ５億14百万円（16.7％）の増益となりました。

四半期純利益は、22億58百万円と前年同期と比べ４億36百万円（24.0％）の増益となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

 

①港湾運送およびその関連

（港湾運送部門）

当部門は、コンテナ船のターミナル業務が減少しましたが、自動車船および在来船業務が増加となりました。

売上高といたしましては、273億55百万円と前年同期と比べ１億54百万円 (0.6％）の増収となりました。

（倉庫保管部門）

当部門は、国内保管貨物の取扱いは横ばいでしたが、欧州での倉庫拡張等が寄与して海外保管貨物の取扱いが増

加となりました。

売上高といたしましては、48億87百万円と前年同期と比べ３億80百万円 (8.4％）の増収となりました。

（陸上運送部門）

当部門は、自動車輸送は減少しましたが、鋼材等の取扱いが増加となりました。

売上高といたしましては、82億22百万円と前年同期と比べ２億47百万円 (3.1％）の増収となりました。
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（航空貨物運送部門）

当部門は、輸入貨物の取扱いは減少しましたが、輸出貨物および海外での取扱いが増加となりました。

売上高といたしましては、26億77百万円と前年同期と比べ１億64百万円 (6.5％）の増収となりました。

（その他の部門）

当部門は、梱包作業の増加と売電事業の拡大により、取扱いが増加となりました。

売上高といたしましては、31億45百万円と前年同期と比べ３億79百万円 (13.7％）の増収となりました。

これらの結果、港湾運送およびその関連の売上高は、462億89百万円と前年同期と比べ13億26百万円（3.0％）の

増収、セグメント利益（営業利益）は25億50百万円と前年同期と比べ３億67百万円（16.8％）の増益となりまし

た。

　

②賃貸

当事業は、倉庫賃貸面積の拡大により増加となりました。

この結果、賃貸の売上高は、６億円と前年同期と比べ１億29百万円（27.5％）の増収、セグメント利益（営業利

益）は３億75百万円と前年同期と比べ２百万円（0.7％）の増益となりました。

　

（２）財政状態の分析

流動資産は、前連結会計年度末に比べて１億86百万円減少し、305億５百万円（前連結会計年度末比0.6％減）と

なりました。これは、有形固定資産の取得等により現金及び預金が４億50百万円減少した一方で、その他の流動資

産が３億93百万円増加したことなどが主な要因であります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて30億71百万円増加し、615億29百万円（前連結会計年度末比5.3％増）と

なりました。これは、株式時価の上昇等により投資有価証券が23億92百万円増加したことに加え、退職給付に関す

る会計基準の改正等により退職給付に係る資産が９億２百万円増加したことなどによります。

この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて28億84百万円増加し、920億34百万円（前連結会計年度末比3.2％

増）となりました。

流動負債は、前連結会計年度末に比べて17億39百万円減少し、71億８百万円（前連結会計年度末比19.7％減）と

なりました。これは、主として法人税等の支払により未払法人税等が８億30百万円減少したことに加え、賞与の支

払により賞与引当金が７億47百万円減少したことなどによります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて84百万円減少し、69億59百万円（前連結会計年度末比1.2％減）となりま

した。これは、退職給付に関する会計基準の改正等により退職給付に係る負債が11億25百万円減少した一方で、退

職給付に関する会計基準の改正及び投資有価証券の時価上昇等により繰延税金負債の増加が10億77百万円あったこ

となどによります。

純資産は、前連結会計年度末に比べて47億８百万円増加し、779億67百万円（前連結会計年度末比6.4％増）とな

りました。これは、主として利益剰余金が33億93百万円増加したことに加え、投資有価証券の時価上昇によりその

他有価証券評価差額金が10億73百万円増加したことなどによります。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および

新たに生じた課題はありません。

 

（４）研究開発活動

該当事項はありません。
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（５）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループを取り巻く事業環境は、取扱貨物量の伸び悩みや物流ニーズの多様化、雇用の確保によるコスト増

などの諸問題を抱え、厳しい状況が予想されます。

　このような経営環境のなかで、当社グループといたしましては、営業力の強化による取扱貨物量の確保ととも

に、倉庫の集約や適正な人員配置の実施など、諸経費の節減に努めることにより、当社グループ経営の一層の強

化・推進をはかり、企業収益の安定化に努力する所存であります。

 

（６）経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループの経営陣は、事業における、経済状況・海外事業・自然災害・法令遵守・情報漏洩などの諸リスク

や、当社グループが営んでいる海・陸・空にわたる総合物流事業が公共的使命を有することを認識し、常にサービ

スの向上に努めております。

　当社グループといたしましては、今後におきましても、適正な利潤の確保と会社の安定、成長をはかり、すべて

のステークホルダーに報い、あわせて、名古屋港全体の発展に寄与する所存です。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 33,006,204 33,006,204
名古屋証券取引所
市場第二部

単元株式数は1,000株で
あります。

計 33,006,204 33,006,204 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年10月１日～
平成26年12月31日

― 33,006,204 ― 2,350,704 ― 1,273,431
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成26年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   平成26年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

2,975,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

29,809,000
29,809 ―

単元未満株式
普通株式

222,204
― ―

発行済株式総数 33,006,204 ― ―

総株主の議決権 ― 29,809 ―
 

 

② 【自己株式等】

  平成26年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
名港海運株式会社

名古屋市港区入船
二丁目４番６号

2,975,000 ― 2,975,000 9.01

計 ― 2,975,000 ― 2,975,000 9.01
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

 

退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

常務取締役 業務部長 松井　滋 平成26年９月29日
 

　（注） 平成26年９月29日逝去により退任いたしました。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 15,821,360 15,370,904

  受取手形及び売掛金 11,301,511 11,500,556

  有価証券 119,368 119,407

  繰延税金資産 814,535 442,734

  未収還付法人税等 43,856 87,345

  その他 2,619,415 3,012,937

  貸倒引当金 △28,018 △28,690

  流動資産合計 30,692,029 30,505,194

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 39,481,948 40,526,458

    減価償却累計額 △26,117,129 △27,073,938

    建物及び構築物（純額） 13,364,818 13,452,519

   機械装置及び運搬具 13,010,188 13,965,621

    減価償却累計額 △10,767,024 △11,179,724

    機械装置及び運搬具（純額） 2,243,163 2,785,896

   土地 21,421,454 21,426,650

   リース資産 513,371 547,173

    減価償却累計額 △220,905 △285,882

    リース資産（純額） 292,466 261,290

   建設仮勘定 455,831 997

   その他 1,265,086 1,413,140

    減価償却累計額 △952,519 △1,014,045

    その他（純額） 312,566 399,094

   有形固定資産合計 38,090,302 38,326,450

  無形固定資産 416,440 251,064

  投資その他の資産   

   投資有価証券 17,150,940 19,543,190

   長期貸付金 433,082 394,992

   繰延税金資産 530,808 329,771

   退職給付に係る資産 283,817 1,186,348

   その他 1,746,115 1,700,386

   貸倒引当金 △193,255 △202,539

   投資その他の資産合計 19,951,509 22,952,150

  固定資産合計 58,458,251 61,529,664

 資産合計 89,150,281 92,034,859
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 3,904,660 3,801,983

  短期借入金 300,000 -

  リース債務 130,216 107,550

  未払法人税等 897,900 67,696

  賞与引当金 1,472,728 725,268

  その他 2,142,209 2,405,876

  流動負債合計 8,847,715 7,108,374

 固定負債   

  リース債務 228,517 194,431

  繰延税金負債 625,423 1,702,483

  役員退職慰労引当金 13,256 14,112

  退職給付に係る負債 4,974,382 3,848,384

  資産除去債務 421,813 424,899

  未払役員退職慰労金 477,100 475,525

  負ののれん 702 -

  その他 302,555 299,608

  固定負債合計 7,043,751 6,959,445

 負債合計 15,891,466 14,067,820

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,350,704 2,350,704

  資本剰余金 1,601,404 1,601,404

  利益剰余金 64,061,269 67,454,888

  自己株式 △2,072,328 △2,076,813

  株主資本合計 65,941,050 69,330,184

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 5,803,903 6,877,114

  為替換算調整勘定 △850,251 △777,370

  退職給付に係る調整累計額 △53,031 △44,585

  その他の包括利益累計額合計 4,900,620 6,055,159

 少数株主持分 2,417,143 2,581,695

 純資産合計 73,258,814 77,967,039

負債純資産合計 89,150,281 92,034,859
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高 45,433,538 46,889,746

売上原価 35,974,370 37,171,535

売上総利益 9,459,167 9,718,211

販売費及び一般管理費 6,894,548 6,780,835

営業利益 2,564,618 2,937,375

営業外収益   

 受取利息 18,401 12,630

 受取配当金 333,898 405,158

 負ののれん償却額 97,386 702

 持分法による投資利益 8,822 122,182

 為替差益 8,819 6,032

 その他 108,320 120,818

 営業外収益合計 575,649 667,524

営業外費用   

 支払利息 811 449

 固定資産除却損 51,773 451

 会員権評価損 7,900 -

 貸倒引当金繰入額 - 9,284

 その他 253 256

 営業外費用合計 60,737 10,441

経常利益 3,079,530 3,594,458

税金等調整前四半期純利益 3,079,530 3,594,458

法人税、住民税及び事業税 945,459 989,778

法人税等調整額 236,330 268,255

法人税等合計 1,181,790 1,258,034

少数株主損益調整前四半期純利益 1,897,739 2,336,423

少数株主利益 75,354 77,491

四半期純利益 1,822,384 2,258,931
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 1,897,739 2,336,423

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 2,081,755 1,129,534

 為替換算調整勘定 574,366 77,963

 退職給付に係る調整額 - 8,426

 その他の包括利益合計 2,656,121 1,215,924

四半期包括利益 4,553,861 3,552,348

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 4,385,226 3,413,470

 少数株主に係る四半期包括利益 168,634 138,878
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

　持分法適用の範囲の変更

第１四半期連結会計期間より、持分法非適用関連会社であった山本運輸㈱及びJAPAO LOGISTICA LTDA.は、重

要性が増したことにより、持分法の適用の範囲に含めております。
 

 

(会計方針の変更等)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を変更してお

ります。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る資産が712,759千円、利益剰余金が1,351,800千

円、少数株主持分が46,148千円増加し、退職給付に係る負債が1,463,974千円減少しております。なお、当第３四

半期連結累計期間の損益への影響は軽微であります。
 

 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

　　保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対して、債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成26年12月31日)

飛島コンテナ埠頭㈱   

　連帯保証額 9,761,150千円 9,092,655千円

（契約上の当社負担額） （536,863） （500,096）

名古屋ユナイテッドコンテナ
ターミナル㈱

758,334 698,960
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)及び負ののれんの償却額は、次のとおりで

あります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

減価償却費 1,690,945千円 1,858,196千円

負ののれんの償却額 97,386 702
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 300,398 10.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

平成25年11月８日
取締役会

普通株式 300,364 10.00 平成25年９月30日 平成25年12月３日 利益剰余金
 

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 300,330 10.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

平成26年11月11日
取締役会

普通株式 300,309 10.00 平成26年９月30日 平成26年12月５日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２ 

港湾運送および
その関連

賃貸 計

売上高      

 外部顧客への売上高 44,962,382 471,155 45,433,538 ― 45,433,538

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

― 82,357 82,357 △82,357 ―

計 44,962,382 553,512 45,515,895 △82,357 45,433,538

セグメント利益 2,183,224 372,604 2,555,828 8,790 2,564,618
 

(注) １　セグメント利益の調整額8,790千円は、セグメント間取引消去であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     (単位：千円)

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額
（注）２ 

港湾運送および
その関連

賃貸 計

売上高      

 外部顧客への売上高 46,289,035 600,711 46,889,746 ― 46,889,746

 セグメント間の内部売上高
 又は振替高

― 87,981 87,981 △87,981 ―

計 46,289,035 688,693 46,977,728 △87,981 46,889,746

セグメント利益 2,550,913 375,298 2,926,211 11,163 2,937,375
 

(注) １　セグメント利益の調整額11,163千円は、セグメント間取引消去であります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

　　１株当たり四半期純利益金額 60円67銭 75円22銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額(千円) 1,822,384 2,258,931

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 1,822,384 2,258,931

   普通株式の期中平均株式数(千株) 30,037 30,031
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【その他】

第92期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）中間配当について、平成26年11月11日開催の取締役会にお

いて、平成26年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額                               300,309千円

②　１株当たりの金額                              10円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成26年12月５日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年２月６日
 

名港海運株式会社

取締役会　御中
 

 

有限責任監査法人トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   平   野   善   得   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   奥   田   真   樹   印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている名港海運株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、名港海運株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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